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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成１７年１２月１２日（月）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午前１１時２９分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員

委 員 長 山本善信  副委員長 森西　正  委　　員 南野直司

委　　員 三好義治  委　　員 野口　博  委　　員 三宅秀明

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正 助　役　小野吉孝

市長公室長　寺田正一 市長公室次長兼人事課長　中岡健二 

政策推進課長　有山　泉 同課参事　山田雅也　　　　

総務部長　奥村良夫 同部次長兼納税課長　葭中　勉

財政課長　堤　守 市民税課長　寺本敏彦 固定資産税課長　宮部善隆

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三 同局書記　湯原正治

１．審査案件（審査順）

議案第　７６号　平成１７年度摂津市一般会計補正予算所管分

議案第１００号　摂津市一般職の任期付職員の採用に関する条例制定の件

議案第１０１号　摂津市職員の修学部分休業に関する条例制定の件

議案第１０２号　摂津市職員の高齢者部分休業に関する条例制定の件

議案第１０３号　職員の勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例制定の件

議案第１０４号　摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前１０時　開会）

○山本善信委員長　おはようございます。

ただいまから総務常任委員会を開会いた

します。

　理事者からあいさつを受けます。

　市長。

○森山市長　おはようございます。

　何かとお忙しい中、今日は委員会をお

持ちいただきまして大変ありがとうござ

います。

　過日の本会議で本委員会に付託されま

した案件についてご審査いただくわけで

ございますが、どうかよろしくご審査の

上、ご可決賜りますようお願いいたしま

す。

　なお私は、一たん退席をいたしますけ

れども、在庁いたしておりますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。

○山本善信委員長　あいさつが終わりま

した。

　本日の委員会記録署名委員は、三好委

員を指名いたします。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付いたしております案のとおり行うこ

とにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　ご異議なしと認めま

す。そのように決定いたします。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時１分　休憩）

（午前１０時２分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　議案第７６号所管分の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し直ちに質疑に入ります。

　南野委員。

〇南野委員　おはようございます。

　それでは、議案第７６号所管分に関し

てでございますが、まずは１２ページの

目１、一般管理費の説明に書かれており

ます特殊勤務手当（役職分）、マイナス

１万８，０００円に関連して、この際お

聞きしたいのですが、３７ページの給与

費明細書の職員手当の内訳に書かれてお

ります特殊勤務手当に関して、４８万５，

０００円のマイナスになっておりますが、

特殊勤務手当の見直しについて、どのよ

うに検討されておられるのか、お聞かせ

ください。

　それと、もう一点ですけども、１２ペー

ジの同じですね、説明に書かれておりま

す互助会補給金、マイナス２４４万４，

０００円に関して、このたびの互助会の

制度変更について、確認のためにもう一

度整理も兼ねてお聞かせください。

　この２点よろしくお願いします。

○山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　１点目の特殊勤務

手当につきましては、今年当初から組合

と見直しについて協議をいたしておりま

して、来年３月の議会で廃止あるいは見

直しの条例を上げたいと思っております。

　内容につきましては、休日業務手当な

り、あるいは自動車運転手手当なり、ま

た俗に言う役付職員手当ですね。そうい

うものについては、廃止の方向で現在組

合と協議をいたしております。

　それから、互助会補給金の分なんです

けれども、一応今回上げさせていただき

ましたのは、今まで平成１６年度までは

互助会の補給金につきましては、１，０

００分の２１という形で支払いをしてお

りました。今回、互助会の方でその見直

しをされまして、１，０００分の２１か

ら１４に変更になったということで補正

を上げさせていただきました。

　なお、平成１８年４月からは補給金に

ついては１，０００分の１４から１，０

００分の７になる予定になっております。

〇山本善信委員長　南野委員。
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○南野委員　特殊勤務手当に関しまして

は、公明党としましても以前からこの特

殊勤務手当の削減を強く要望してまいり

ました。どうか、早期削減に向けて取り

組まれるよう、これを要望といたします。

　次の互助会補給金に関してですけども、

本市においては１億４，０００万円返還

されると新聞にも書かれておりますが、

この返還される清算金をどのように活用

されるのか、お聞かせください。

　以上で２回目です。

〇山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、互助会の返

還金でございますが、１億４，０００万

円弱の金額が本市に返還されます。１２

月中に返還されるというふうに聞いてお

ります。この返還金を３月の補正のとき

に歳入で上げたいというふうに思ってお

ります。

　ただ、非常に財政が逼迫しております

ので、その時点では、財政調整基金に積

み立てをし、後年度の支出に充てていき

たいというふうに考えております。

〇山本善信委員長　南野委員。

○南野委員　この清算金を活用しまして、

他市の例を挙げますと、隣の吹田市では、

４億８，０００万円を特別財源に繰り入

れて、「こども笑顔輝き基金」の創設を

検討しているそうです。続発する子ども

をねらった犯罪の防止策に役立て、子育

て支援、施設の整備や子どもを犯罪から

守るための子どもサポート隊など、子ど

もが安全に暮らせるための環境整備に役

立てるそうです。

　今、本当に全国で取り組まれておりま

す子どもの安全対策に、また教育費用に、

何としても本市におきましても優先的に

使用していただけることを要望といたし

ます。

〇山本善信委員長　ほかにございません

か。

　野口委員。

○野口委員　そしたら２つの点でお尋ね

したいと思います。

　１つは、６ページの債務負担行為にか

かわる問題で、公共施設管理代行事業に

かかわる債務負担行為で、５年度分とし

て７８億３，２１２万６，０００円が計

上されています。今回の議会に指定管理

者の指定ということで、１８の案件が出

ておりますけども、この具体的に来年度、

どの施設をこの指定団体に何ぼで管理委

託しますよというのが具体化されたと思

いますけども。７８億円超える金額の根

拠といいますか、その辺は現状でお聞か

せいただけるんでしょうか。もしいただ

ければ、していただきたいと思います。

　それと、債務負担行為ということで計

上していますけども、具体的に委託料、

これから折衝していくのかなと思います

けども。４月から指定管理者制度が導入

されるということで、それぞれの施設や

事業の目的がきちっとその中で達成され

るかということと、管理委託ですから、

より安くしていくという、この２つの命

題について、ただ単に来年４月からの移

行に伴って、この際、委託料を下げると

いう強力な姿勢について、その辺のこと

がどういうふうな形で今回動いているの

か。この２点、この問題でまずお尋ねし

ておきたいと思います。

　２つ目は、今回、繰上償還がされてい

る問題に関連してです。財政状況につい

て少しいろいろご見解を聞きながら論議

したいと思うんですけども。公債費とし

て、来年度支払うべき元利償還金を今回

６億６，７２０万８，０００円、今年度

繰上償還するということです。

　その理由はこの前もお話がありました

ように、いわゆる一般財源に占める元利
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償還金の細かい計算等ありますけども。

その率が黙っておれば、来年度２０％超

えるということで、これを回避しようと

いうことから今年度に繰上償還するとい

うのが、その動機であるかと思うんです

けども。

　財政状況を見た場合、いつも言われて

いる経常収支比率が１０５．６％と。長

年財政運営間違えば、民間企業で言う倒

産に至るということなどもたびたび言わ

れると。公債費比率も平成１５年度、平

成１６年度、２０％を一応超えると。そ

の中で、今回、この起債制限比率の２０

％を超えないために、こういう繰上償還

をして１９％は戻すということなんです

けども、いろいろ地方自治体と国との関

係で、公債費比率だとか、起債制限比率

だとか、国が決めた計算式に基づいて行

いますし、その中で自治体としては当然

必要な事業もありますので、ただ単に数

字が高いから、比率が高いからどうかと

いうことは、単純には分析評価ができな

いわけでありますけども、ただ公債費比

率が２０％超えていると。経常収支比率

も１０５．６％で超えていると。大変悪

いという中で、それに加えて起債制限比

率が２０％を超える直前に来ているとい

う、この状況を摂津の財政状況として関

連して見た場合にどう見たらいいのか、

ちょっとご説明いただきたいと。

　以上、２点です。

○山本善信委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　私の方から、指定

管理者制度への移行に伴う債務負担行為

の質問についてご答弁申し上げます。

　一応、その金額の根拠と内訳というこ

とでございますが、それぞれの１８施設、

委員からありましたように、議案第８２

号から議案第９９号までの１８施設の公

共施設の管理代行事業について、期間は

平成１８年４月から５年間、指定管理者

制度への移行に伴う債務負担行為の額を

積み上げたものでございます。

　この限度額につきましては、本市が提

示いたしました業務仕様書に基づき、指

定管理者が積算し、提出いたしました収

支見積額を算出の根拠として積み上げて

おります。その金額は、平成１８年が１

５億４，０００万１，９００円、１９年

度が１５億５，４１３万１，９００円、

２０年度が１５億６，９３８万３，９０

０円、２１年度が１５億７，９２５万７，

９００円、２２年度が１５億８，９３４

万９，９００円、以上の合計といたしま

して、今回限度額の補正をお願いしてい

ただいています７８億３，２１２万６，

０００円となっております。

　また、この施設の目的が達成されるか

ということでございますが、管理の代行

をいたします指定管理者の方は従前、そ

れぞれの施設を管理をいたしておりまし

た団体にお願いをしておりまして、その

施設の目的は十分熟知しているものと思

います。

　したがいまして、この施設の目的は達

成できるというふうに考えております。

　それから、委託料を下げるというよう

な、より安くというような話がございま

したが、これはこれから予算編成を踏ま

えて、中身について再度行っていく予定

をしております。本来なら、コストも含

めて指定管理をするときの審査会という

形をとるのでございますが、今回、特命

のような形をとっておりますので、これ

は予算査定の中で担当原課あるいはその

協定の中身について議論をしていくとい

う形になります。

　したがいまして、その中で委託料をど

のような形でするのか。今、おっしゃっ

たようなより安くするためにはどうする
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のか。あるいは必要な部分はどのように

認定していくかといったようなことの査

定の作業が入るということでございます。

〇山本善信委員長　堤課長。

○堤財政課長　それでは、私の方から繰

上償還について、ご説明させていただき

たいと思います。

　まず、今回繰上償還を計上させていた

だく理由といたしましては、委員のご指

摘のように現在の状況でいきますと、１

８年度の起債制限比率、これが２０％を

超える見込みとなっておるというところ

でございます。

　起債制限比率につきましては、実は平

成１４年度から大阪府と協議の上、公債

費負担適正化計画というものを策定いた

しまして、公債費、起債制限比率を引き

下げる、いろいろな努力をしてまいった

わけでございます。

　この公債費負担適正化計画と申します

のは、７年間で起債制限比率を１３％以

下に引き下げるというものでございまし

て、歳入の確保や歳出の合理化、あるい

は起債の抑制等によりまして、この率を

引き下げていこうとするものでございま

す。

　適正化の措置につきましては、計画に

ついては臨時財政対策債というのが当初

見込んでおりましたよりもかなり増加し

ておりますので、若干の計画よりも公債

費は増えてまいっておりますが、ほぼ計

画に近い数字となっておるところでござ

います。

　ところが、起債制限比率の分母となり

ます標準財政規模が策定時よりも相当下

がってまいっております。このままでい

きますと、分母の標準財政規模の低下で

１８年度決算で起債制限比率が２０％を

超えるというふうに見込んでおります。

　したがいまして、ここで繰上償還をす

ることによって、その率を２０％以下に

下げたいというところでございます。

　２０％を超えますと、どのようなこと

が起こるかということなんですが、２０

％を超えますと、一般単独事業に対する

起債ができなくなります。具体的に言い

ますと、前年度の起債制限比率が２０％

を超えた場合は、当該年度の起債が許可

されない。ですから、前年度の起債制限

比率が２０％を超えますと１９年度の一

般単独事業が起債を制限受けまして、実

施が困難になってくるというようなこと

がございます。

　それと、財政状況への影響ということ

でございますけれども、財政状況の影響

につきましては、１８年度に償還予定の

ものを１７年度に償還するわけでござい

ますので、財政状況に与える影響という

のは非常に限定的なものというふうに考

えております。

〇山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　最初の公共施設管理代行事

業の債務負担の問題ですが、内訳は一応

わかりました。その上で、先ほど委託料

について、より安くという立場ではこち

らは質問していませんので、お間違えの

ないように言っておきます。事業目的に

適正な委託料という意味でありますので、

私が申し上げているのは、４月からの管

理委託の出発に際して、財政もしんどい

から、この際、下げようかという動機が

働いて、各事業なり施設の管理の目的が

おかしくなるのではないかという意味で

の関係で申し上げておりますので、間違

いないように言うときます。

　その上で、説明では金額については収

支見積額が出されて、それの総額をプラ

スして今回計上だということであります。

これからも特命ということで、審査会の

対応ではなくて、予算査定でも決めてい
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くということでありますが、いろいろ声

も届いていますので、先ほど申し上げた、

これまでその団体なり、事業委託という

ことでいろいろ頑張っていただいてきた、

そういうところに再度５年間という期間

で、指定し、管理をお願いするわけであ

りますけども。ぜひその事業の目的が達

成できるように、そういう立場をぜひ貫

いて対応していただきたいと。

　国の方では大きく言えば官から民のい

ろいろな動きの中で、公的な仕事の領域

を民間に委託をしていくという流れの中

で出てきた問題でありますし、いろいろ

今後国からも再度いろんな通知などもあ

るかもわかりませんけども、事業目的達

成できるように、そういう立場から対応

をお願いしておきたいと思います。

　２つ目の問題であります。いろいろ動

機だとか、財政的な兼ね合いはわかるん

ですけども。そういうことをされた、今

の摂津の財政状況についてどう理解した

らいいのかということの質問なんです。

　お話がありましたように、公債費比率

も２０％超えていますと。平成１６年度

が２２．１％、その中でこの起債制限比

率が２０％を超えますと、お話があった

ように、翌年度の一般単独事業に関する

起債の制限が出てくると。単純に言えば、

その災害復旧と小・中学校の建設事業費

以外は、いわゆる地方債の発行はなかな

かしんどいという状況になりますね。

　そういう中で、公債費比率について国

が言っているのは、１０％超えれば黄信

号と、１５％超えれば赤信号だと。私ど

もは、本市は２２．１％という、この赤

を限りなく上回っているわけです。確か

に中身の分析は単純に数字だけでは評価

は難しいかと思っています。それは当然

のこととして申し上げているわけであり

ますけども、なかなか材料がありません

ので、そういう全体的な分析の上で評価

は言えません。そういう国のそれぞれの

財政的な指標について、そういうことを

言っているわけですから、公債費比率も

２０％超えていますと。起債制限も２０

％前後だと。この辺の状況を今の財政状

況の中で、しんどいのはわかりますけど

も、どう見たらいいのか、ちょっとわか

りやすく説明をいただきたいという趣旨

です。

〇山本善信委員長　堤課長。

○堤財政課長　まず１点、今後の影響に

ついて、１８年度から地方債の協議制度

というのが導入される予定になっており

ますので、若干補足説明をさせていただ

きたいと思います。

　今のところ詳細は決まっておりません

が、地方分権一括法の施行に伴って地方

公共団体の自主性をより高める観点に立

ち、地方債の許可制が廃止され、協議制

を行う制度に移行されるということになっ

ております。

　ただ、１７年１０月に参った資料によ

りますと、具体的なことにつきましては、

やはり協議制の団体もあれば、一定の数

値を超えると許可制になる団体、それか

らさらに制限を受ける団体というふうに

現在、国の方で協議をされておられると

いうことで、具体的な数値につきまして

は、現行の許可制限の実施状況を尊重す

ることを基本に別途検討するということ

になっております。

　それと、今後の財政状況はどうなるか

というご質問でございますが、過日、財

源の中期見込みというものを出させてい

ただいております。それの根拠といたし

まして、平準化債を活用しながら建設事

業費についても、一定抑制をしつつ、こ

ちらの方はまだ正式に出しておりません

けれども、２３年度には収支均衡を目指
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したいというふうに考えております。

　それともう一つ、赤信号というお話が

ございますけれども、またさらに分析に

なって申しわけございませんけども、今

回、１６年度、１７年度、１８年度が公

債費のピークとなっております。起債制

限比率につきましては、過去３年間の平

均でございますので、このピークの数字

が丸々かぶってまいりまして、非常に大

きな数字になってまいります。これにつ

きましては、約１０年ぐらい前に、公共

用地先行取得等事業債と申しまして、公

共用地の先行取得のために発行した起債

が数多く満期となって参っております。

そういったこともありまして、この３年

間の起債制限比率が非常に高くなってお

ります。

　それを過ぎますと、一応国に提出させ

ていただいている資料でございますが、

今回繰上償還をさせていただいたとしま

して、１８年度の起債制限比率の見込み

の数値が１９．５％で１９年度には１８．

１％、２０年度には１４．３％程度まで

落ちるのではないかというふうに見込ん

でおります。

〇山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、財政状況を

どう見ればいいのかということについて、

私の方からご答弁申し上げたいと思いま

す。まず、経常収支比率でございますが、

平成１６年度は１０５．６％。この計算

式は、ご存じのように、分子の方は経常

的な経費に充てた一般財源でございます。

分母の方は経常的に収入される一般財源、

通常市町村でいきますと税が主でござい

ます。それから、公債費比率の計算につ

きましては、公債費に充てた一般財源、

これは一緒なんですけれども、分母の方

が標準財政規模、これは重きは税でござ

います。税が伸びれば経常的な一般財源

も大きくなって、経常収支比率も下がっ

ていきますし、それから標準財政規模も

大きくなって、公債費比率や、あるいは

起債制限比率等々についても下がってい

きます。

　本市の１０５．６％の経常収支比率の

内訳で、府下、市でいきますと平均９６．

９％でございます。そのうち、公債費に

当たりましては、本市が２４．０％、そ

れから府下平均は１５．９％で、８．１

％の比率が高くなっております。

　それから、繰出金１６．９％に対しま

して、府下平均は１２．５％。ここでい

きますと４．４％の比率が高くなってい

る。合計いきますと、経常収支比率の府

下平均における本市の８．７％の率の高

さというのはまさしく公債費と繰出金と

いうふうになります。

　先ほど課長の方から説明いたしました

ように、今回繰上償還いたしますのは、

起債制限比率、これを下げるための手段

でございます。通常来年に通常的な償還

でありますと、分子の方の公債費比率に

計算を入れられてしまいます。繰上償還

いたすことによって、それは減額となり

ますので、１７年度の通常の償還金だけ

の計算式になります。そうすることによっ

て比率が下がる。３か年平均ですので、

１７年、１８年は公債費のピークになり

ます。１６年、１７年、１８年の３か年

平均、それから１７年、１８年、１９年

の３か年平均、これはピークというふう

に考えております。

　いずれにいたしましても、本来は起債

をしないというのが財政的には非常に楽

になることなんですけれども、それとて

も新しい事業に取り組んでいかなければ

ならない。その中で起債制度を活用しな

がら市債も発行しながら、事業も展開し

ていきたいというふうに思っております。
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　ちなみに、財政的な立場でいきますと、

元金償還以内の起債発行、これは必要最

小限の守るべきルールかなというふうに

思っております。

　平成１０年度までは元金償還以上の発

行を実はしておりました。平成１１年度

からは元金償還以内の発行ということで、

起債現在高を毎年下げていっております。

こういう財政運営の中で新しい事業の展

開、それから財政運営のバランス等々を

とっていきたいというふうに思っており

ます。

〇山本善信委員長　ほかにありませんか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時２８分　休憩）

（午前１０時２９分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　議案第１００号、議案第１０１号、議

案第１０２号及び議案第１０３号の審査

を行います。

　本４件につきましては、補足説明を省

略し、質疑に入ります。

　三宅委員。

○三宅委員　議案第１００号について質

問させていただきます。

　まず、この第２条の第２項にございま

す、任命権者は云々とありまして、最後

に、職員を任期を定めて採用することが

できる、という形の条文になっておりま

すけれども、１行目と最後の行に同じく、

任期を定めて任用される職員という趣旨

の文章が出てきますので、この第２条第

２項のもう少し詳しい説明をお願いした

いと思います。

　もう一点なんですけれども、この一般

職の任期付職員、これの採用に関してで

ございますが、これは普通のいわゆる一

般職の方の採用と同じような試験を実施

される予定でありましょうか。まず、こ

の２点、お伺いいたします。

〇山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　まず、第１点目の

任期付職員の採用に関する条例の第２条

第２項の部分なんでございますが、第１

項につきましては、ここに書いておりま

すように、一定の期間内に終了すること

が見込まれる業務、あるいは一定期間内

に限り業務量の増加が見込まれる業務、

こういう業務については任期付の採用を

してもよろしいですよということになっ

ております。

　それで、第２項の方につきましては、

第１項第１号あるいは第２号の、一定期

間内に終了することが見込まれる業務な

り、あるいは業務量の増加が見込まれる

業務について、例えば今おる職員の中で

それに精通している職員とかがおる場合

は、例えばその職員をそちらの方へ異動

させます。異動させたときにもとの職場

は１名減員になるということになります

ね。その場合はそこの職場へ任期を付け

て、その間だけ職員を採用してもよろし

いですよということで、第２項でうたっ

ているということでございます。

　それから、２点目の採用についてでご

ざいますが、一応、採用につきましては、

選考あるいは競争試験ということになっ

ておりますので、例えば専門的な技術が

ある場合なんかには、選考採用というこ

ともあり得るとは思いますが、通常は競

争試験で採用したいと思っております。

〇山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　ありがとうございました。

　第１点目の質問に対して、欠員補充と

いう形と理解させていただきますが、こ

の点でよろしいかと思います。

　第２点目の採用に関してでございます

が、あと年齢制限等はお考えでしょうか。

この点だけもう一つ、お伺いいたします。
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〇山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　今のところ年齢制

限については考えておりません。ただ、

ここにうたっておりますのは、終期が見

込まれる業務でありますとか、あるいは

一定期間の増量する業務ということでご

ざいますので、その業務の内容等も含め

た上で、年齢は決定していきたいと思っ

ております。

〇山本善信委員長　市長公室長。

○寺田市長公室長　１点目の補足になる

んですが、欠員補充かということになり

ますと、そういう意味ではなしに、一定

期間で終了する業務があると。そこに任

期付職員が採用できると。しかしその業

務について、その任期付職員だけでは運

営できない場合がありますよね。正規の

職員をそこへ充てる場合があると。その

場合、その正規職員が他の課からそこへ

充てた場合、その課が欠員になりますよ

ね。そのところに任期付職員を入れても

いいですよというのが先ほどの説明であっ

て、トータル的に考えますと、これらの

任期付職員が充てるのとか、あるいは正

職員を任期付のところに業務を入れると

いうのはトータルで考えて期限付きな事

業を行うということですので、そういう

ことからすれば、欠員補充というよりも

任期付職員をそこへ充てるという意味で

ございます。

〇山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　２点とも理解いたしました。

総務省からの通知によりますと、本条例

制定の根拠となります法律の改正の趣旨

は、行政の高度化、専門化や多様化する

住民の行政ニーズに対応した行政サービ

スの充実を図るとともに、就業意識の多

様化等を考慮した公務のより能率的な運

営を促進するところにあるとのことでご

ざいます。

　運用に際しましては、この点に十分注

意されるよう要望をいたします。

〇山本善信委員長　ほかにありませんか。

　野口委員。

○野口委員　そうしましたら、幾つかお

尋ねしたいと思うんですけども。議案第

１００号から第１０３号の組み合わせが、

国の方での地方公務員及び地方公共団体

の一般職の任期付職員の採用に関する法

律の一部改正ということで、地方公務員

法と任期付の関係、２つが１本で昨年の

６月の通常国会で通って、条例上は基本

は議案第１００号を基本として、関連し

てこの第１０１号、第１０２号というの

が出ているかと思うんです。

　国の方では、あわせて、それまで以前

からこの地方公務員制度をどういうふう

に将来的に変えていくのかということで、

いろいろ検討がされて、地方公務員改革

といいますか、その中での一環として今

回出ていると思うんです。民間の方では、

いろいろ労働者派遣法が通った後、正規

の職員が減らされて、いわゆる非正規職

員が増えるという事態が多く広がってい

る中で、いわゆる雇用破壊とか、そうい

うのがあわせて広がっているという事態

になっています。そういう中で、地方自

治体、いわゆる官の分野でも、いろんな

形態のお仕事ができるように、今回改正

をされ、条例の改正になっているわけで

すけども、私は国会でもこの法律に反対

を一応しています。ご承知のとおり、こ

れまではこの正職と非正規職員といいま

すか、そういうことを基本として労働形

態になっていましたけども。今回は任期

付だとか、いろいろな形で採用の多様性

が出されていますけれども。本格的にこ

の任期付職員を採用できるという、こう

いう法律でありますから、そういう点で

はこの公務の仕事が、こういう継続性が
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ほんまに確保できるかという問題が１つ

ありますし、任期付で、職員を雇うとい

うことになりますと、この正規職員がど

んどん減らされて、いわゆる官の仕事が

きちんと果たせるかという問題もありま

すので、そういう点を後押しするような

法律、条例でありますので、そういう立

場から反対との立場をとっています。

　それは、前提として、いろいろお聞か

せいただきたいと思うんですけども。ま

ず、現在、例えば職員の数の中で、職員

の数が何名あって、非常勤だとか、契約

社員などが数字的にどうなっているのか

ということをまず示していただきたいと。

もう一つは、各分野で見た場合に、職員

数適正化計画で見ますと、いろいろ各分

野においては正職の方がどんどん定年退

職されて、今、非常勤で、臨職で賄って

いるということがありますけども、どん

どんその傾向が広がって、いわゆる正職

で対応しなきゃならないところに任期付

職員を配置して、正職の仕事をさせてい

くと。任期を付けて。そういうところも

お考えだと思うんです。そういう意味で、

適正化計画で出されている退職予定者数

の推移との関係で、どういうことを摂津

市はイメージしているのか。一度わかり

やすく説明をあわせていただきたいと思

います。

　それともう一点は、民間の場合は、契

約社員で雇ったとしても、トヨタもそう

でありますけども、一定期限で頑張って

いただいたら、毎年正社員の登用試験が

あります。何割かもそこで正職というこ

とで雇われていくわけでありますけども。

今回の任期職員で言いますと、任期の期

間は正職として扱うけども、その限りだ

けであとは何もないということでありま

すから、そういう点で専門性の担保だと

か、その職員のいわゆる雇用条件を安定

的に継続させていくという問題から見て

も、やっぱり問題があると思っています

けども、そういう条例上は今回なってい

ませんけども。今後の検討課題として、

民間で行っている非正規職員から正規職

員へ、継続的にですよ、そういうことに

ついてどうお考えなのか。あわせてお尋

ねをしておきます。

〇山本善信委員長　市長公室長。

○寺田市長公室長　総括的にご答弁を申

し上げます。

　職員の採用等の問題で、いろいろ職員

に聞いても身分の違い等で、今現在働い

ていただいているんですが、ご承知のと

おり、地方公務員法ができたのが、たし

か昭和２２年だったというように記憶し

ておりますが、その当時の役所の仕事を

イメージしていただくと、このような分

野に広がっているとはまず考えられなかっ

たんですね。

　ですから、そのときはそのときで、ほ

とんど正規の職員と臨時の職員で賄えた

ということなんですが、このように社会

の状況が変化をいたしまして、役所の業

務が拡大をしていきますと、それだけの

職員で、職員というのはそれぞれの身分

の違う職員なんですが、それに対して対

応ができないということであります。

　特に、今回の任期付につきましては、

今まで役所の場合が一定プロジェクトで

５年ぐらいで終了する場合、これを職員

で配置するとなると、今までは正規の職

員を採用して、そこへ配置をしていたと。

終わればその職員がまたどこかへ配置す

るのか、だぶつくのかがあるんですが、

それらを極めて効率的に対応するために、

この制度はできたものでございまして、

野口委員がおっしゃっているように、職

員の欠員補充で、どんどんこういう任期

付職員で補っていくのではないかという
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ことでございますが、この議案第１００

号の条例の第２条を見ていただきますと、

このことでできる条件として書いており

ますのが、一定の期間内に終了すること

が見込まれる業務、それと、一定の期間

内に限り業務量の増加が見込まれる業務、

ということで、特定をいたしております

から、それ以外の業務でこの任期付職員

を入れると、採用するというのは極めて

できないということになっておりますの

で、そういうことでございます。

　それと、当然その職員等で一定期限で

任期付職員を正職員に採用できないかと

いうことになりますと、これは採用の公

平性から言いますと、極めて問題であり

まして、正規職員の採用については採用

試験を行うなどで採用していきたい。た

だ、この任期付職員で従事したから、正

職員の採用に対して何か特権があるとい

うようなものではございません。

〇山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　今、公室長の方か

ら答弁させていただいた部分を除いてお

答えいたします。

　職員数につきましては、１０月末で７

６２名、１１月末で退職された方を除き

ますと７５２名というのが現在の数字に

なります。非常勤職員につきましては、

１１月現在の数字でございますが、非常

勤職員が２３６名、臨時職員が９３名、

合計３２９名となっております。

　それから、今後非常勤なり、任期付な

り、あるいは正職がどうなっていくのか

ということなんですけれども。私どもこ

の任期付につきましては、ここに書いて

いますように、必要な場合ということが

ありますので、例えば期限が限られた業

務であっても、その部分が例えば非常勤

なり、臨時職員で賄える場合でありまし

たら、そちらの方を優先させたいと思っ

ておりますし、どうしても正規職員で必

要だということであれば、また任期付職

員を採用したいと考えておりますので、

この条例を上げたからといって、その非

常勤なり、臨時職員が少なくなるという

ふうには思っておりません。必要な場合

にのみ任期付は採用したいと思っており

ます。

〇山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　一応、任期付職員として採

用できる条件といいますか、今の説明で

わかったんですけども。懸念しているの

は、いろいろ説明文書はいただいている

んですけど、保育所の職場で見た場合、

定年で保育士がおやめになりますと、そ

うした場合、クラスの担任などは正職が

当然しますわね。それに臨職が加わって、

そのクラスを運営すると思いますけども。

その責任を持つ正職の保育士が定年でい

なくなって、全体の数ですよ、その場合

に、正職として対応できるように、その

役割をこの任期付職員として雇った方を

充てるということなどもあるんではない

かと、ごっつい今心配をしているわけで

す。

　または、いろいろ全体的な事業との関

係で、いわゆる民間委託とか、数年後に

そういうことをやろうという分野で、そ

の期間だけ正職はちょっとしんどいです

から、任期付で雇って、その後にこれも

民営化しようといういろんなことを多分

イメージされていると思っているんです。

その辺をちょっといろんな懸念をしてい

ますので、少しわかりやすく、どういう

対応をされるのか、ちょっとお尋ねをし

ておきたいと思います。

　それと今、課長の方からご答弁いただ

いた、現状の中で事務量だとか、内容を

見て正職と非常勤、臨職の体制の中で賄

うことを最優先にしながら、中身によっ

－ 11 －



ては正職としての任期採用によって、そ

の後も対応を考えていくという説明であっ

たんですけども。先ほど申し上げた全体

の中で、この任期付職員について、どう

いうイメージが当面こういう職場ではこ

れを活用するんだとか、ちょっとわかり

やすく説明をいただければと思うんです。

　それと関連して、職員数適正化計画で

すけども、現在平成１７年度であります。

この数字が平成１５年度から出ておりま

すけども、後日で結構ですから、当面の

毎年度の退職者の推移数をいただきたい

と思います。

〇山本善信委員長　市長公室長。

○寺田市長公室長　具体的なご質問で、

例えば民間委託とか、その場合にはこの

場合の期限付任用職員を採用するのかと

いうことについては、それはこの条例上、

将来業務がなくなるとか、一定期間終了

するとかという見込みの中に想定される

というふうに思っております。その場合

については、雇用の調整ということで任

期付職員を採用する場合もございます。

〇山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　今後の退職者数は

後でよろしいですか。

〇山本善信委員長　資料出しますか。そ

れで対応していただきます。

　野口委員。

○野口委員　民間と同じ形で正職への登

用の問題を先ほど質問させていただいて、

特典はないというお話でありました。今、

摂津市としても、民間企業で仕事をされ

ている方を対象とした職員採用のことも

行っておりますし、任期の期間だけ職員

として頑張って、専門的にも経験を用い

ることになるわけですね。だから、いろ

んな形で新卒の方を採用することもあり

ますし、民間で働いた方も採用する場合

もありますし、いろんなケースがあろう

かと思うんですけども。やっぱりただ単

に公務の仕事を任期付採用によってスムー

ズに生かしていくと、こういう位置づけ

で採用するだけではなくて、その方のやっ

ぱり労働条件を改善するとか、官の仕事

として全体の位置づけがあるわけであり

ますから、雇った方についても一定、市

としても正規職員への登用の道はきちん

と検討されて、対応していただきたいと

思うんですけど、当然、競争試験で行う

のは当然でありますけど、そういうこと

をやっぱり考えていただきたいと。そう

しなければ、ただ単純に正規職員の足ら

ない分を任期付職員で賄うということに

なっていくんだろうと思うんです。そう

いう点で、もう一度、そういう道を検討

できないのかということについてお答え

いただきたいと思います。

〇山本善信委員長　市長公室長。

○寺田市長公室長　現時点では残念なが

らそういうことは考えておりません。将

来的にこの任期付職員を採用して、それ

を正規職員への道があるのかどうかとい

うのはまだ現時点わかりませんが、ただ、

この任期付職員の方々をもし採用する場

合、いや、この任期付職員として雇用さ

れれば、将来的に正職の道があると。そ

のようなことは事前に言うべきものでは

ないし、そういうことを言いますと、非

常に期待をされて来られますし、それが

期待にそぐわない場合は、非常に雇用環

境としては非常に問題を起こしますので、

現時点ではそういう考えでおります。

〇山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　そういうふうな答弁しかな

いとは思いますけども。結果としては正

職で賄う仕事を、いわゆる定年退職だと

か、そういう正職の推移によって、任期

付の活用も含めながら業務をこなしてい

くと。その結果、正職の数がどんどん減っ
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ていくと、そういう役割を果たすことに

なるわけで、そういう点で、今申し上げ

た点も含めて、事前に云々じゃなくて、

やっぱりそういう大きなところで、この

分はどうあるべきかということを検討し

ていただきたいということは申し上げて

おきます。

〇山本善信委員長　ほかにございません

か。

　森西委員。

○森西委員　１点確認だけさせていただ

きたいんですけど。議案第１０２号の高

齢者部分休業に関する点なんですけれど

も。この高齢者部分休業という、その高

齢者という年齢というのは、何歳からと

いうか、幅というのがあるのかどうかと

いうことをお聞きいたします。

〇山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　一応、法律の方で

退職日、摂津市で言いますと、毎年３月

３１日になるんですけれども、そこから

さかのぼって５年の範囲内ということで

すので、５５歳以上の方になると思いま

す。

〇山本善信委員長　よろしいですね。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時５４分　休憩）

（午前１０時５６分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　議案第１０４号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、議案第１０

４号、摂津市税条例の一部を改正する条

例制定の件につきまして、その主な改正

点を本会議での提案説明と一部重複いた

しますが、補足説明をさせていただきま

す。

　まず、第１点目、第１５条「個人の市

民税の非課税の範囲」の改正につきまし

ては、平成１６年度税制改正で提示され

ました公的年金等控除、老年者控除の見

直しと一連のもので、高齢者を年齢だけ

で一律に優遇する現行制度の見直しの中

で、平成１７年度税制改正で非課税措置

の対象者から、「年齢６５歳以上の者」

を削除するものでございますが、施行附

則第３項から第６項で、「年齢６５歳以

上の者」に係る税負担増加に配慮して、

平成１８年度は３分の２の控除を、平成

１９年度は３分の１の控除をし、平成２

０年度から実質廃止するものでございま

す。

　第２点目、第２９条「市民税の申告等」

の改正につきましては、課税客体として

その所得の捕捉が困難だったフリーター

に対する課税の強化を図るもので、給与

の支払者が関係市町村に提出する給与支

払報告書の提出者の範囲を、年の途中に

退職した者にも拡大するものでございま

す。

　第３点目は、「特定管理株式が価値を

失った場合の株式等に係る譲渡所得等の

課税の特例」に関する規定を第４３条の

２として新たに追加するもので、金融・

証券税制の一層の簡素化、また一般個人

の投資リスクの軽減を図る観点から、特

定管理口座で管理されていた株式の無価

値化によるみなし譲渡損の特例を規定し

たもので、附則第４３条から第４７条の

改正も金融・証券税制の一連の改正に伴

う項ずれ等に伴う条文整備でございます。

　最後に、改正条例の施行は平成１８年

１月１日からとしております。

　以上、摂津市税条例の一部を改正する

条例制定の件の補足説明とさせていただ

きます。

〇山本善信委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。
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　南野委員。

○南野委員　第１５条第１項第２号中

「、年齢６５歳以上の者」を削るとあり

ますが、本市におきまして、対象者は一

体何人ぐらいいらっしゃるのか。またど

のような方法でお知らせ、周知されるの

か、お聞かせください。

〇山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　ご質問の６５歳の非

課税の対象者ということでございますけ

ども、１７年度の課税状況調べから見ま

すと、公的年金受給者で所得割額の納税

義務者は５，０５５人で、うち６５歳以

上の納税義務者数は２，５８５人となっ

ております。このうち、６５歳以上の老

年者控除適用納税義務者につきましては、

２，５２１人でございます。

　２点目の、お知らせ、周知のご質問で

ございますけども、市の広報等を利用す

る等、周知方、検討してまいりたいと考

えております。

〇山本善信委員長　南野委員。

○南野委員　対象者が約２，５００人と

いうことでありましたけども、その対象

者の方々が本当に納得していただけるよ

うに、細かな納税方法など、丁寧でわか

りやすいお知らせの周知徹底をどうかお

願いし、要望といたします。

〇山本善信委員長　ほかにございません

か。

　三宅委員。

○三宅委員　先ほど南野委員が質問され

た点と若干重なるかとも思いますが。老

年者控除、これに関しましては、１６年

度改正において、これが廃止されたと記

憶しております。今回、本条例が制定さ

れた場合、老年者控除廃止の分と合わさっ

ての新しい請求額となるように考えられ

ますけれども、この理解で間違いはござ

いませんでしょうか。

〇山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　今、三宅委員ご指摘

のとおり、１６年度改正の老年者控除の

廃止、既に改正されておるんですけども、

それと今回の６５歳の非課税の部分につ

きましては、同等に改正されたというこ

とでございます。

○山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　ご答弁ありがとうございま

した。

　とした場合、増額分と申しましょうか、

これのおおよその見込み等がおわかりの

範囲で結構ですので、お示し願いたく思

います。

〇山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　１６年度改正の部分

でございまして、老年者控除の廃止の部

分の影響額でございますけども、この老

年者控除の廃止につきましては、住民税

の部分につきまして、１８年度分から４

８万円の控除が廃止されるということで

ございますけども、これに伴いまして増

収額でございますが、平成１７年度の課

税状況調べをもとに試算いたしますと、

１８年度の市民税につきましては、約３，

３５０万円程度の増収になるのではない

かと見込んでおります。

○山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　わかりました。１６年度の

決算１つをとりましても、多額の市税の

未徴収が発生しております。南野委員の

ご要望にもございましたけれども、本件

に関しましては、くれぐれも不公平や不

均衡が発生しないように、誠心誠意で取

り組んでいただくことをご要望として質

問を終わらせていただきます。

〇山本善信委員長　ほかにございません

か。

　野口委員。

○野口委員　今回の条例改正については、
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補足説明がありましたように、昨年度の

税制改悪ということの関連で、出てきた

ところだと思っています。小泉政権のも

とで、いろいろ庶民大増税路線がこの間、

引かれておって、ご説明があったように

公的年金控除の縮小で１４０万円から１

２０万円に２０万円縮小されると。老年

者控除、所得税では５０万円、住民税で

４８万円と、これが廃止をされると。定

率減税も半減がこの１月から始まってい

きます。そうした３つの庶民増税に関連

して、今回、６５歳以上の方々の非課税

措置の廃止と、当然激変緩和があるわけ

ですけれども。これが重なって今回条例

改正の提案になったというふうに思って

います。

　全国的には、これによって、これまで

６５歳の中で非課税から課税になるのは

１００万人と言われております。特に、

現行、ご夫婦で年金収入で見た場合に、

２６６万６，６６７円の収入の方までは、

住民税も所得税非課税でありました。こ

れが今回、そうした改悪によって、大変

な負担増になると。課税になり負担増に

なるということだと思うんです。

　そういうところで、まずお尋ねしたい

のは、この従前の収入の非課税限度だっ

た２６６万６，６６７円の方が、今回の

改正によって住民税でどのぐらい負担増

になるのか。ゼロから何ぼになるのかと。

あわせて参考に、所得税はどうなのかと

いうこともご説明いただきたいと。

　そして、本市の場合で、これまで非課

税であった方々が、人数的にどのぐらい

おられたのかということもあわせてお願

いしたいのと、１００％課税した場合、

住民税についてはこれだけ徴収になりま

すよと。しかし激変緩和で平成１８年度

は３分の２控除ですから、３分の１の課

税はされるという、この平成１８年度、

１９年度、２０年度それぞれ平成１７年

度を基本にして、非課税だった方々が払

う納税額、これが何ぼになるのかという

こともちょっと教えていただきたいと思

います。

　それと、定率減税の影響です。いつも

厚生省、国の方が家族世帯でモデル世帯

で出しているのが、夫婦４人家族で子ど

もさんお二人として、そのお一人が特別

扶養控除を受けられる、そういう年齢が

いらっしゃるというのが基本にモデルケー

スで試算されますけれども、定率減税の

半減によって、このモデル世帯でどうい

う影響が出てくるのか。これによっても

し試算されておれば、関連して摂津全体

で定率減税の半減による影響といいます

か、以前聞いたことがあると思いますけ

れども、あわせて数字を教えていただき

たいと思います。

〇山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　今、ご質問いただき

ました、６５歳以上の者に対する個人市

民税の非課税措置の廃止の部分につきま

して、標準ご夫婦世帯で収入２６６万６，

６６７円までの方が従来は非課税でござ

いましたけれども、その今回の改正によ

ります増収、負担増というご質問でござ

いますけども。今回の改正によりまして、

世帯数で申しますと、１，８０６世帯の

方に対しまして、今回の住民税につきま

しては、２，６７０万円ほどの増額、こ

れも住民税の市民税の部分でございます

けども、増額に相なると試算しておるん

ですけども、１８年度から軽減措置が適

用されておりまして、１８年度につきま

しては、３分の２を軽減するということ

で、この市民税の部分で１，０５０万円

の軽減措置が適用されまして、１８年度

の調定額のベースで申しますと、１，６

１０万円程度の増収になると見込んでお
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ります。

　所得税の部分についてのご質問でござ

いますけども。所得税につきましては、

総額の数字はちょっと持ち合わせておら

ないんですけれども、６５歳以上、本人

と妻の世帯の場合ですと、公的年金収入

２６０万円といたしますと、４万６００

円程度の所得税の増収になるものと見込

んでおります。

　２点目の非課税の人数というご質問で

ございますけれども、ただいま非課税の

人数につきましては、持ち合わせておら

ないんですけれども、その対象６５歳以

上、所得１２５万円以下、非課税規定廃

止によります影響の部分で、納税義務者

の部分で、世帯ごとの数字でご説明させ

ていただきますと、単身世帯が１，１８

３世帯、夫婦のみの世帯が６２３世帯、

合計１，８０６世帯となっております。

金額的には先ほどの申し上げました軽減

額を考慮した、この全体の影響でござい

ますけども、１，６１０万円程度の増収

になると見込んでおります。

　それから、経過でございますけども。

１８年度、１９年度でございますけども、

今回の経過措置としまして、平成１８年

度分はその３分の２を減額し、平成１９

年度分はその３分の１を減額することと

されておりまして、具体的には、所得割

につきましては、平成１８年度分はその

３分の２、均等割につきましては、市民

税の分で１，０００円とすることとされ

ておりますので、１人当たりの影響額で

ございますけども、年金収入２６０万円

の方で約３万２，０００円のご負担にな

ると考えております。

　それから、最後の４点目のご質問でご

ざいますけども。定率減税に関する影響

はというご質問でございますけども、個

人住民税の定率減税につきましては、平

成１１年度の税制改革におきまして、当

時の著しく停滞した経済動向の回復に資

する観点から、個人所得課税の抜本的見

直しまでの間の特例措置として導入され

たものでございますけども、改正前の制

度につきましては、個人住民税所得割の

１５％に相当する金額、上限で申します

と４万円を個人住民税所得割の額から税

額控除するものでございましたけども、

今回の改正におきまして、所得税と同様

に、個人住民税の定率減税につきまして

も２分の１に縮減することとされたわけ

でございますけども。この結果、定率減

税の額につきましては、個人住民税の所

得割額の７．５％に相当する金額、上限

で申しますと２万円とされたわけでござ

いますけども。この部分の影響でござい

ますけども、１８年度個人住民税の影響

につきましては、年収７００万円の４人

家族世帯で所得税と住民税を合わせます

と４万１，０００円程度の増となるもの

と試算いたしております。

〇山本善信委員長　もし漏れ落ちがあっ

たら２回目の質問の中で質問してくださ

い。

　野口委員。

○野口委員　一応ご説明いただいたんで

すが、こうした庶民大増税の一環の中で、

あわせてフリーター課税に向けて、事業

主に対する課税がより徹底できるように、

年度途中に退職された方についても、報

告してほしいということで、フリーター

課税も含めて今回の税制改正にも入って

いるわけですね。

　いろいろ収入面で２６０万円を一応収

入とみなして、どちらも６５歳以上の夫

婦でということで、そういう試算値が出

されたわけです。ご説明ありましたよう

に、所得税の１年後に住民税かぶさって

きますので、所得税については、この４
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つの制度の改悪によって、前に比べれば

所得税がゼロであったのが４万６００円

になったと。住民税の方は１年後の来年

に加わってくるわけですけど、３万２，

０００円になると。ということは従前の

税制であれば、２６０万円の夫婦世帯の

年金収入の方については、住民税も所得

税もゼロだったのが、合計で７万２，６

００円、７万円を超える負担増になると。

あわせて生活する中では、国民健康保険

料だとか、年金の制度もそうであります

から、課税が増えるわけでありますから、

当然、そういう保険料にもプラスの方向

で負担増になってきます。大変な負担が

平成１６年度の税制改悪によってかぶさっ

てくるということになるわけです。

　これから、さらにいろんな控除の制度

についても、一層廃止縮小する方向もあ

ります。それで大変心配をしている面も

あるわけでありますけども、関連してお

尋ねしたいのは、そうしますと先ほど２

６６万６，６６７円という、従前年収で

見た場合に非課税の方についてお尋ねし

ましたけれども、それを超える方もたく

さんいらっしゃるわけで、全体として、

定率減税の半減、お年寄りにかかわる年

金控除の１４０万円が１２０万円に変わ

りましたと。老年者控除が所得税で５０

万円、住民税で４８万円が廃止されると。

今回の非課税限度の廃止ということで、

全体として、来年度住民税で摂津の場合

は、どのぐらいの増収で見られているの

か。これ最後にお尋ねしておきたいと思

います。

〇山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　今、ご質問いただい

ております、全体としての定率減税の影

響額でございますけども、ただいま資料、

手元に持ち合わせておりませんので、こ

れから試算してまいりたいと考えており

ますので、よろしくお願いします。

〇山本善信委員長　総務部長、答えてく

ださい。

○奥村総務部長　数値については後日報

告をさせていただきたいと思います。今

回の税制改正の分、提案させていただい

ているんですけども、この税制の分につ

いてはご存じのように、国の方の税制調

査会、この答申を受けまして国の方が地

方税法の改正をし、それから本市につい

ては市税条例の改正をするということに

なっております。

　答申をちょっと引用させていただきま

すと、６５歳以上の者等に対する非課税

限度額制度は、現役世代との、それから

高齢者間との税負担の公平を確保するた

めに、ということで、障害者のように真

に配慮が必要な場合だけ残しておきます。

　いわゆる一定所得のある高齢者につい

ては、一応改めますということになって

おります。ちなみに、夫婦２人の場合に

ついての年金収入額２４５万円までは一

応非課税でございました。今回改正によ

りまして、所得割の非課税限度額が２２

５万円、それから均等割の非課税限度額

が２１２万円、これを現役の給与所得者

と比較をしますと、給与収入金額の人は

１７５万円が非課税の限度額、この２１

２万円あるいは２２５万円につきまして

もやはり現役との差はまだ埋まっておら

ないという実情でございます。

　単身者につきましても同様にやや高齢

者の方については優遇をされているとい

うふうに思っております。

　先ほど十分お答えできていない数値等

につきましては、後日皆様方に資料を提

出していきたいというふうに思っており

ます。

〇山本善信委員長　影響額について、も

う大づかみの数字だけでもわかりません
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か。

　それじゃ、資料として各委員に提出い

ただきますようにお願いします。

　ほかにありませんか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時２５分　休憩）

（午前１１時２７分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　討論なしと認め、採

決いたします。

　議案第７６号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第１００号について、可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第１０１号について、可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第１０２号について、可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第１０３号について、可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第１０４号について、可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　以上で、本委員会を閉会いたします。

　お疲れさまでございました。

（午前１１時２９分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

総務常任委員長 山 本 善 信

総務常任委員  三 好 義 治
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